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いった記述がそれである（p.7, 9）。
































日米安全保障協議委員会（Japan-United States Security Consultative 
Committee, SCC）とは，現在でこそ日米の 4 人の外務・防衛の閣僚によ



















































































（International Institute for Strategic Studies）の年報『ミリタリー・バラ
ンス』（Military Balance）からであろう。続く第 5 図「わが国周辺の米軍
配置」には「数値は，防衛庁推定資料による」とある（p.26）。









































































































































































































第 1 部，第 2 部の構成は前年とほぼ同じである。この年新たに登場した















第 3 部第 3 章 2 「日米防衛協力のための指針」は，1978年11月に第17回
日米安全保障協議委員会で了承され，次いで国防会議と閣議に報告され了
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前年登場した「国を守る心」の項目（第 3 部第 1 章第 1 節）はこの年に





























































このように新たな一歩を踏み出すからであろうか，第 3 部第 1 章第 2 節
「防衛をめぐる諸政党の最近の動き」が新たに登場し，各政党の防衛政策
の要点を紹介している。日米安保の強化に対して国会論戦が熱を帯びるこ
とを懸念してのことであろう。
